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     令 和 ７ 年 度  事 業 計 画 
 

１ 事業方針  

公益財団法人山形県建設技術センターは、経営理念である「公正性」、「中立性」、

「守秘性」に基づき、公益法人としての社会的責務を果たすため、さらなる技術力

の向上に努めるとともに、業務の効率化・平準化を進めながら、より質の高い業務

執行、発注者支援を行う。 

  令和６年度において、現行の中期経営計画（令和４年度～８年度）について、そ

の進捗状況を踏まえて課題等の洗い出しを行い、それらに対応した今後２年間のア

クションプランを策定している。また、同時に令和６年度に立ち上げた業務効率化

検討会の中で取り上げられた業務改善事項の洗い出しも実施し、取組み可能なもの

から一部実施している。 

令和７年度においてはこれらに対応し、業務部のマネジメント力の強化を図るた

め、業務改革推進課の人員体制を拡充するとともに、業務部内の業務量の平準化を

図るため、繁忙に応じて課を越えて応援体制を構築するため兼務職員を複数配置す

るなど所要の組織改編を行う。また、令和６年度に発生し甚大な被害をもたらした

豪雨災害に対応するため、引き続き、復旧工事に係る発注者支援に最優先で取り組

んでいく。 

さらに、ウォーターＰＰＰ（水道、工業用水道、下水道の公共施設における新し

い官民連携方式）が山形県の流域下水道施設に導入される場合に向けた対応方針に

ついて検討するため、下水道事業所内に、ウォーターＰＰＰ対策室を新設する。 

これまでに整備された公共インフラの老朽化、技術者の減少、ＩＣＴ革新等が進

む中で、建設行政を担当する技術職員の技術力向上、より効率的な建設事業の推進、

公共事業を担う建設産業の持続的な発展が求められている。当センターは、引き続

き、建設技術に関する相談対応、ＩＣＴ活用も含めた専門知識の習得に必要な研修

事業の実施により、県及び市町村職員の技術力向上を支援するとともに、建設産業

の担い手確保についても支援を行っていく。また、被災市町村から要請があった場

合には、災害復旧初期支援として専門技術者を派遣し、必要な技術的助言も行って

いく。 

これからの県土づくりを支える治水対策、土砂災害対策、道路ネットワーク整備

など新たな公共インフラ整備の支援については、アクションプランを踏まえながら、

職員の技術力向上に努めるとともに、成果品の検証をより確実に行う品質向上シス
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テムをより有効に機能させ、積算等業務を計画的かつ効率的に進め、ミス防止に努

めながら県や市町村の公共事業の支援要請に応えていく。特に国の「防災・減災、

国土強靭化のための５か年加速化対策」については、事業の着実な実施を支援して

いく。 

流域下水道施設の維持管理支援については、山形、村山、置賜、庄内の４処理区

とも機械設備や電気設備の老朽化が進んでいる中で、より適切な保守点検や修繕・

更新に努める。また、集中豪雨などによる災害発生等緊急時の対応については、対

応マニュアルに基づいた訓練を実施するなど対応力の強化を進める。 

   

２ 建設技術者の技術力向上及び発注者等への技術支援（公益目的事業） 

 

（１） 建設技術者の技術力向上及び普及啓発・情報提供 

社会資本整備や地域づくりに関わる人材育成の一翼を担うため、建設技術に関

する専門知識や技術の習得を目的とした各種研修会等を開催する。 

研修内容については、技術職員の経験年数に応じた基礎・応用知識や施設の長

寿命化対策等に関する研修を引き続き実施するとともに、発注者の課題や建設技

術を取り巻く最近の動向・ニーズをテーマとした研修を開催する。 

研修会場に集合することが必須の研修は集合型研修とし、これ以外の研修はオ

ンライン研修（ライブ配信型）を基本とし、開催する。 

 

①  研修事業 

ア 主催研修 

(ｱ) 県・市町村技術職員現場研修 

  県及び市町村の技術職員を対象として、工事現場や公共施設等を見学・体

験し、最新技術や工法、建設現場での安全管理や基礎知識等を習得する。 

 

(ｲ) 土木設計演習研修 

  県及び市町村の技術職員を対象として、計画から図面作成・数量計算・積

算までの演習を行い、設計に関する知識を習得する。 

 

(ｳ) 建設技術基礎研修 

  県及び市町村の技術職員を対象として、建設事業の概要、インフラの整備

状況や災害等のほか、「舗装」「コンクリート」「橋梁技術」等をテーマと

して、建設技術の基礎知識の習得を促進する。 
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(ｴ) 市町村建設技術出前研修 

  市町村が実施する建設工事の工事積算・監理及び入札事務等の研修に、市

町村の要請に応じてセンター職員を講師として直接派遣またはオンライン

により対応する。 

 

 (ｵ) 工事検査臨場研修 

     市町村の建設工事の検査に従事する職員を対象として、県内４ブロックに

おいて県の工事検査課が実施する検査に臨場し、検査技術や検査方法を習得

する。 

 

 (ｶ) ＩＣＴ等基礎技術研修 

  県及び市町村の技術職員を対象として、民間の研修施設や工事現場等にお

いて、座学と現場体験により、ＩＣＴ（情報通信技術）実装建設機械による

施工等の基礎技術を習得する。 

 

 (ｷ) ＤＢＭＹ操作研修 

     県及び市町村の技術職員を対象として、山形県道路橋梁メンテナンス統合

データベースシステム（以下「ＤＢＭＹ」という。）に蓄積された点検診断

結果の利活用促進のため、そのシステム概要と操作方法等をオンライン方式

で習得する。 

  

イ 共催研修 

  県及び建設関係団体との共催で研修会を開催する。 

(ｱ) 体験型土木構造物実習研修 

(ｲ) 建設マネジメント研修（Ⅰ）基礎編 

(ｳ) 建設マネジメント研修（Ⅱ）応用編 

(ｴ) 道路メンテナンス研修 

(ｵ) 橋梁技術研修 

 (ｶ) エキスパート育成研修 

 

ウ 派遣研修 

 地域振興技術研修 

    センターの若手職員を県総合支庁に派遣し、県の技術職員との技術連携・

情報交換を行うと共に、建設行政全般の実務を経験し、行政とともに県土基

盤を支える職員を育成する。 
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②  普及啓発・情報提供 

ア 次世代を担う土木技術者育成のための教育支援 

(ｱ) 山形県高等学校サーベイコンテスト（共催） 

県内の高校生が参加する測量競技大会。 

(ｲ) 山形県立産業技術短期大学校土木エンジニアリング科の教育支援 

   専門学科目の外部講師の派遣、学外研修移動費の補助、土木工事共通仕様書の

無償提供。 

(ｳ) 建設産業の担い手確保に向けた教育支援 

  建設産業の担い手確保を図るため、土木・建築関係の教育機関に対して、

ＩＣＴ教育機材整備に係る支援を行う。 

 

イ 技術職員の技術力向上・意識啓発 

(ｱ) 県土整備部建設業務事例発表会（共催） 

  建設事業における職員の新たな発想、工夫、取組み事例等の発表会。 

 

ウ 業務に関する情報提供 

(ｱ) ホームページ維持更新 

センターの主要業務、研修会の開催等について随時更新。 

   

（２） 発注者・ボランティア団体等への技術・活動支援 

県及び市町村からの技術相談等の対応、施設メンテナンスに関する相談・照会

への対応、災害発生時の初期対応支援など、センターが保有する技術力を活かし

た各種支援を実施する。 

 

①  技術相談・助言 

ア 施設の整備計画・メンテナンスに関する助言 

  県及び市町村から各種施設の整備計画・メンテナンス等について、技術相談

・助言要請があった場合に対応する。 

 

イ 入札・契約に関する助言 

 県及び市町村からの公共工事入札・契約事務に関する助言要請に対応する。 

 

②   災害復旧初期支援 

  災害が発生した場合に、県及び市町村からの要請を受けて災害復旧支援エンジ

ニアとして登録している専門技術者（県技術職ＯＢ）を派遣し、被災調査や復旧

申請事務等に関する助言を行う。 
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この支援制度の活用を促進するため、制度の一層の周知を図るとともに、同エ

ンジニアの技術力維持、センター職員の技術力向上を図るため、県及び防災関係

団体と連携した研修会を開催する。 

  

③  災害関連ボランティア活動支援 

 県及び市町村から要請を受けて災害調査等を行う災害関連ボランティア活動

団体に対し活動経費等の支援を行う。 
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３ 流域下水道施設の維持管理支援（公益目的事業） 

 

（１）流域下水道施設の維持管理支援  

   山形県最上川流域下水道山形処理区、村山処理区及び置賜処理区並びに最上川

下流流域下水道庄内処理区の４処理区の施設・設備に係る維持管理業務を行う。 

 

   ○令和７年度流入水量（財務計画による基本水量） 

区   分 
令和７年度 

基本水量（千㎥） 

令和６年度 

基本水量（千㎥） 

対前年度比 

（％） 

山形浄化センター ２７，３８０ ２７，４０７ ９９．９ 

村山浄化センター ８，９６０ ８，９６０ １００．０ 

置賜浄化センター ４，８８０ ４，８８５ ９９．９ 

庄内浄化センター ４，１８４ ３，９１３ １０６．９ 

計 ４５，４０４ ４５，１６５ １００．５ 

 

① 施設・設備の運転維持管理 

   各処理区の運転管理等については、民間事業者に委託し、委託した民間事業者

の保守点検や運転操作等について指導、助言を行い、維持管理業務を行う。 

   また、機械設備や電気設備等については、これまでに発生した不具合の実績を

踏まえ、点検周期や実施内容の見直しを行うことにより、効率的かつ経済的な保

守点検基準、定期点検計画等を作成し、必要に応じた保守点検、修繕等を行うこ

とによって、施設の良好な維持管理と長寿命化に努める。あわせて、県のストッ

クマネジメント計画が円滑に実施できるよう、これまで蓄積したノウハウを活用

した提言等を行うとともに、庄内処理区についてはストックマネジメント計画の

作成を進める。 

   

② 水質の管理 

浄化センターでの流入水量の計測と、流入水や放流水の水質分析、汚泥及び発

生ガスの分析を行い、適切な下水処理に努める。 

 

③ 汚泥の処理 

下水汚泥の処理については、民間の堆肥化施設、下水汚泥乾燥施設等を活用し

て有効利用（コンポスト、固形燃料等）の促進を図り、循環型社会の形成に寄与

していく。 

    また、山形浄化センターにおいては、汚泥処理の過程で発生するメタンガスを

利用して発電を行い、この電力を使用して処理設備を稼働させることにより、電
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気料金の節減を図る。 

 

④ 緊急時の対応  

   地震、大雨、異常水流入等の緊急時対応については、県が策定した山形県流域

下水道業務継続計画（ＢＣＰ）との整合性を図りながら、センターの災害対策要

綱及び緊急時対応マニュアルについて必要な見直しを行い、適宜適切な処置を行

う。 

また、県下水道課、県総合支庁下水道担当課と合同で、大規模地震や大雨によ

る流入水増加時等を想定した情報伝達訓練や実地訓練を実施する。 

 

（２）下水道の普及啓発 

   下水道に関する県民の意識の醸成と下水道水洗化率の向上を図るため、関係機

関の協力を得ながら次の事業を実施する。 

   事業の実施にあたっては、小学校等を訪問してのＰＲ活動などを行い、参加者

の増加を図っていく。 

① 施設見学者の受入れ 

② 出前講座の開催 

③ 夏休み親子下水道教室の開催 

④「下水道の日」キャンペーンへの参加 

⑤ ホームページによる情報発信 

 

（３）下水道技術研修 

   下水道事業従事者の知識、技術の向上を図るため、流域下水道関連市町職員な

どを対象に研修会を開催する。 

 

（４）調査研究 

   下水道施設の維持管理に関する情報収集に努めるとともに、各処理区の課題解

決に向けたテーマを掲げ、適切な維持管理を行うための調査研究を行う。 

 

（５）ウォーターＰＰＰの導入に向けた対応 

   ウォーターＰＰＰが、山形県の流域下水道施設に導入されるときに向けて、意

識の醸成を図るため、国のガイドライン等の策定状況や、山形県下水道課及び全

国の下水道公社等の動向について情報の収集を行い、センターとしての対応方針

を検討していく。 
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４ 積算・工事監理等発注者支援事業（収益事業） 

 

（１）県の社会資本整備に関する支援 

   各種事業（都市計画・下水道・道路・河川・砂防・空港港湾等）の工事発注時

において各積算基準に基づき適正かつ経済的な工事費を算定する積算支援業務、

工事期間中において目的物の出来形・品質等の技術的な確認を行う工事監理支援

業務等を実施する。 

実施に当たっては、県土整備部や各総合支庁と綿密に情報を共有し連携を行い、

業務量の把握と進捗状況管理により業務の効率化と平準化に努め、確実に発注者

支援業務を進める。 

センターにおける積算業務の効率化を図るため、県における発注者支援、技術

補助の民間委託に加え、センター自らの判断で積算業務の前段階となる技術補助

の発注内容の見直しを含め、民間委託を更に進めていく。 

 

（２）市町村の社会資本整備に関する支援 

   市町村の社会資本（道路、庁舎、コミュニティ施設、学校等）整備に係る技術

職員の不足や技術面の課題解決等に向けて支援する。 

①  土木支援業務 

   積算、発注事務、工事監理等の技術支援を行う。 

 ② 建築支援業務 

   積算、発注事務、工事監理、検査等の技術支援を行う。 

③ 道路インフラ老朽化対策支援業務 

   ア 道路橋等点検診断の一括発注 

     市町村管理の橋梁を５年サイクルで点検診断を行う業務等について、市町

村からの依頼を受け、複数市町村分をまとめて一元的な発注支援を行う。 

   イ 橋梁データベースシステムの運用管理及びデータ登録 

     県及び市町村の橋梁点検診断データを、ＤＢＭＹに登録し一括管理する。 

 

（３）災害復旧支援 

  県及び市町村の公共土木施設の復旧のため、災害復旧等工事発注に係る積算及

び工事監理等の支援業務を実施する。 

 

（４）積算システム支援 

  公共工事の工事費算定に用いる県の積算オンラインシステムについて、積算基

準データの改訂等を含めた運用管理の支援を行う。特に、基準データ改訂業務に

おいては、品質向上システム手順書に基づき、確実な改訂・検証作業を行う。 
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（５）道路施設管理システムの運用管理 

  計画的な維持補修、更新を行うための山形県道路施設管理システムについて、

運用管理を行う。 

 

（６）建設工事元請下請関係適正化指導支援 

  県発注工事における元請と下請との契約、支払い、施工体制等の適正化を図る

ため、県が実施する建設工事元請下請関係適正化指導業務の支援を行う。 

 

（７）品質向上に向けた取組み 

  受託する積算及び工事監理業務を確実に実施するために、センター独自の品質

向上システムを継続的に改善し、各段階における検証活動の徹底を図る。 

また、アクションプランにおいて、発生したミスの原因と傾向を多角的に分析

し、ミスの防止に全職員で取り組む。 

 

（８）職員育成の取組み 

   これまでも職員育成計画に基づく職員の自主的な研修参加と資格取得に取り

組んできたところであるが、アクションプランを踏まえ、更なる技術研鑽を追求

していく。 

 

（９）建設ＤＸの推進 

   ドローンや３次元ＣＡＤの業務における活用を図り、業務に関する効果を検証

していく。また、アクションプランにおいて、業務の改善に向けた建設ＤＸの新

たな試行・検証も進めていく。 
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令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで
（単位：千円）

科          目 当 年 度 前 年 度 増    減 行

Ⅰ  一般正味財産増減の部 1

１．経常増減の部 2

(１)経常収益 3

基本財産運用益 4

142 2 140 5

特定資産運用益 6

1,275 270 1,005 7

3,487,140 3,358,044 129,096 8

3,486,920 3,357,824 129,096 9

220 220 0 10

4,834 5,843 △ 1,009 11

1,070 13 1,057 12

3,764 5,830 △ 2,066 13

経常収益計 3,493,391 3,364,159 129,232 14

(２)経常費用 15

3,389,651 3,299,366 90,285 16

14,090 9,604 4,486 17

370,385 373,455 △ 3,070 18

22,342 29,627 △ 7,285 19

53,979 46,796 7,183 20

71,032 70,500 532 21

3,749 4,529 △ 780 22

101 182 △ 81 23

4,623 4,734 △ 111 24

9,502 9,600 △ 98 25

13,178 8,411 4,767 26

3,246 2,907 339 27

43,061 69,160 △ 26,099 28

187,554 140,905 46,649 29

1,170 4,263 △ 3,093 30

6,185 6,193 △ 8 31

410,280 402,286 7,994 32

39,354 41,045 △ 1,691 33

3,497 3,206 291 34

2,729 2,733 △ 4 35

2,071 753 1,318 36

1,394 1,261 133 37

65,609 58,821 6,788 38

6,942 7,799 △ 857 39支払負担金

保険料

広告費

諸謝金

租税公課

燃料費

光熱水料費

賃借料

手数料

消耗什器備品費

消耗品費

印刷製本費

修繕費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

退職給付費用

臨時雇賃金

法定福利費

福利厚生費

役員報酬

雑収益          [ 12 ＋ 13 ]

事業費          [ 17 ～ 42 ]

給料手当

収  支  予  算  書

基本財産受取利息

特定資産受取利息

受託事業収益

事業収益        [ 9 ＋ 10 ]

協賛事業収益

受取利息

雑収益
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行 科          目 当 年 度 前 年 度 増    減

40 9,900 60,000 △ 50,100 

41 2,043,066 1,940,057 103,009 

42 612 539 73 

43 13,834 11,116 2,718 

44 4,223 3,229 994 

45 2,632 1,898 734 

46 792 1,087 △ 295 

47 1,166 927 239 

48 160 135 25 

49 37 37 0 

50 1,749 695 1,054 

51 118 66 52 

52 241 262 △ 21 

53 28 48 △ 20 

54 479 512 △ 33 

55 109 111 △ 2 

56 1,074 1,074 0 

57 1,003 1,014 △ 11 

58 23 21 2 

59 3,403,485 3,310,482 93,003 

60 89,906 53,677 36,229 

61 ２．経常外増減の部

62 (１)経常外収益

63 経常外収益計 0 0 0 

64 (２)経常外費用

65 経常外費用計 0 0 0 

66 0 0 0 

67 89,906 53,677 36,229 

68 法人税及び法人住民税 38,220 26,880 11,340 

69 51,686 26,797 24,889 

70 2,424,699 2,308,542 116,157 

71 2,476,385 2,335,339 141,046 

72

73 Ⅱ  指定正味財産増減の部

74 0 0 0 

75 62,940 62,940 0 

76 62,940 62,940 0 

77

78 2,539,325 2,398,279 141,046 

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高     [ 74 ＋ 75 ]

当期一般正味財産増減額   [ 67 － 68 ]

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高     [ 69 ＋ 70 ]

当期指定正味財産増減額

当期経常外増減額     [ 63 － 65 ]

税引前当期一般正味財産増減額 [59＋66]

支払負担金　

雑費

当期経常増減額      [ 14 － 59 ]

印刷製本費

賃借料

手数料

諸謝金

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

給料手当

臨時雇賃金

法定福利費

福利厚生費

委託費

雑費

役員報酬

管理費          [ 44 ～ 58 ]

支払助成金

Ⅲ  正味財産期末残高         [ 71 ＋ 76 ]

    経常費用計          [ 16 ＋ 43 ]
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令 和 ７ 年 度 

 

 

 

 

資金調達及び設備投資の見込み 
 

 

 

 

 





 

議第５号 

 

令和７年度資金調達及び設備投資の見込みについて 

 

 令和７年度資金調達及び設備投資の見込み（令和７年４月１日から令和８年３月 

３１日まで）について、下記のとおり定める。 

 

１ 資金調達の見込みについて 

  なし 

 

２ 設備投資の見込みについて 
   

令和７年度中における重要な設備投資の予定は次のとおりである。 
 

事業番号 収１（発注関係事務等の支援事業）   

設備投資の内容 支出の予定額 資金調達方法 備   考 

受託管理システム改修 

 

 

 

4,455,000円 流動資産 

（普通預金） 

プログラム改修及び 

機能追加等 
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